
Ｃ自由論題 社会 

 

報告 1 靳小（横浜国立大学・院） 

中国における高齢者在宅福祉の現状     

————家族福祉の視点からみる「頻繁に親元に帰れ」条項について 

 

 2012 年 12 月改正された「中華人民共和国高齢者権益保障法」では、「頻繁に親元に帰

れ」という文言を含む第 18 条が新たに追加された。また第 20 条（1996 年同法第 17条）

では家族扶養協議の関連する細則が追記された。その結果、これらの条項に基づいて扶養

をめぐる訴訟が近年頻繁に起こるようになり大きな議論を呼んでいる。 

 こうした法律上での家族扶養責任の強化の動きについて、先行研究では一人っ子政策に

よって生じた少子高齢化のもとで中国の家族の扶養意識とケア能力の低下が指摘されてい

る。しかしながら、中国国内の調査によると現在の中国の家族の扶養意識、家族成員の交

流頻度は依然として高い状態を維持していることがわかる。 

 よって本報告では、家族構造と扶養意識の変化の背景を視野に入れながら、日本におけ

る家族福祉の視点を参考にして、中国の高齢者在宅養老の特色を明らかにし、家族扶養責

任の強化の動きの直接的原因を検討するものである。 

 本報告では、中国政府と研究機関による量的調査資料を使用し、都市部と農村部におけ

る在宅福祉の現状について以下のようにまとめる①在宅サービスの普及率は都市部では４

割で、農村部ではその体系がまだ形成されていない。②高齢者の年金収入が在宅サービス

に対応できていない。③公的介護保険がない。そして、これらの実現には家族の負担が前

提とされている。 

 現在、政府は養老政策として「9073 型」養老パータンを推進し、在宅養老が 90％の高

齢者をカバーするとうたっているが、社区および民間に依託した公的な在宅サービスの実

施状況からみても、現状はその目標からほど遠い。つまり、家族扶養責任を強調する「頻

繁的に家へ帰れ」条項と「家族扶養協議」条項は、現在の在宅福祉の不足と公的介護制度

の不在に対する、政府の一つの補償政策であると言える。 

 

               

 


